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―合衆国憲法判例 DeShaney 判決の検討を中心として― 
 
Child abuse and constitutional protection of “children’s human rights” 
-Especially on DeShaney v. Winnebago County Dep. of Social Services- 
 
法学研究科法律学専攻博士前期課程修了 
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者）である。親の養教育権は、日本国憲法上も、13 条、19 条、20 条等によって保障され、家族の自
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Ⅱ．合衆国憲法第 14 修正デュー・プロセス条項と DeShaney 判決に至る 
判例の変遷 
１．第 14 修正デュー・プロセス条項における「ステイト・インアクション」法理 
まず、第 14 修正は、DeShaney 判決の上訴人が第 5 修正とともにその主張の根拠としている条文
である。第 5 修正は連邦政府を、第 14 修正は州を名あて人にして、「何人も、法のデュー・プロセ
スによらずに生命、自由または財産を奪われない」と規定している。この保障には、狭い意味の公正
な手続きを要請する手続的デュー・プロセスと、「その決定の基礎となるルールの公正」まで要請す
                                                          
21 樋口（憲法）・前掲注（8）234－235 頁参照。なお、アメリカにおける成人年齢は、一般に各州で定められて
おり、1971 年に確立した連邦の投票権を 21 歳から 18 歳に引き下げた第 26 修正に応じて、多くの州で 18 歳とさ
れている。 
22 片山等「アメリカ連邦最高裁判例における子どもの人権の概況」自由と正義 38 巻 6 号 69 頁（1987 年）参照。 
23 片山・同上 70－73 頁参照。 

















われる。そこで以下では、この「一定の場合」に関する判例を年代順に 5 つ取り上げ、概観する29。 
 
２．DeShaney 判決に至る判例の変遷 
（１） Boddie 連邦最高裁判決 
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（２） Estelle 連邦最高裁判決 












（３） Youngberg 連邦最高裁判決 
1982 年の Youngberg v. Romeo41は、精神薄弱者に対する政府の積極的な保護義務が認められた判
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（４） Jensen 第 4 巡回区連邦控訴審判決および Estate 第 3 巡回区連邦控訴審判決 
①Jensen 第 4 巡回区控訴審判決 
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②Estate 第 3 巡回区控訴審判決 













大してきた。しかし、続く DeShaney 判決は、この流れを大幅に後退させるものであった。 
 
Ⅲ．DeShaney 判決 
1989 年に出された DeShaney 判決は、衝撃的に報道され社会的に話題になり、法学の分野におい
ても多くの論文が発表された55。本判決は先例として拘束力を有しており、今日でも再検討が試みら
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ジョシュアとその母親は、合衆国法律集 42 編 1983 条に基づき、「州および州当局らは、法のデュー・
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´David A. Strauss´Aviam Sofier などがそうである70。彼らは、憲法上、「作為」と「不作為」、
もしくは「消極的行為」と「積極的行為」を区別すること自体に疑問を唱え、法廷意見が示した「一
般原則」は、合衆国憲法上存在するべきではないと力説する。 
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の行為」を重視したこと、②Youngberg 判決や Estelle 判決が示したのは、「州が市民の私的救済源
を切った場合には市民を助ける義務を負わなければならない」という憲法上の権利の一般論であると
主張したことを称賛する79。しかし Tribe によれば、②の考えは、むしろ Boddie 判決から引き出され
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日本国憲法 31 条「適正手続条項」が関係しそうである。31 条は、一般的には刑事事件に関する条文
と考えられているため、本条が行政事件にも適用されるのかが問題となる。この点については、成田
新法事件（最高裁平成 4 年 7 月 1 日大法廷判決）の最高裁が、一応行政事件にも適用されるような言
い方をしているが、その対象はかなり限定的である。結局、31 条は、実際には行政事件にほとんど適
                                                          
84 筆者が調べた限りでは、原告の主張を認めた判決は Ford v. Johnson,899 F.Supp.227(W.D.Pa.1995)、Currier v. 
Doran,23 F.Supp.1277(D. N.M.1998 )など、認めなかった判決は、S.S. by Through Jervis v. McMullen(186 F.3d 
1066〔8th Cir.1999〕)、S.S. ex rel. Jervis,(225 F.3d 960〔8th Cir.2000〕)などがある。 
85 内田（三）・前掲注（70）43 頁。 
86 福岡久美子「国家の家庭への介入―児童虐待とドメスティック・バイオレンス―」憲法論叢 13 号 101 頁（2006
年）。 


























いると考えてよいだろう。」と述べ、根拠条文として 13 条や 25 条をあげる。米沢・前掲注（5）81 頁。また、
佐藤も同じ趣旨のことを述べている。佐藤・同上 178－179 頁参照。 














請求が認められると考えられる。室井力、芝池義一他『行政事件訴訟法・国家賠償法 第 2 版』515－545 頁（日
本評論社、2006 年）参照。 
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